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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第72期

第３四半期連結
累計期間

第72期
第３四半期連結
会計期間

第71期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 6,109 2,108 7,387

経常利益 (百万円) 127 91 260

四半期(当期)純利益 (百万円) 62 42 361

純資産額 (百万円) ― 7,030 7,132

総資産額 (百万円) ― 11,672 10,808

１株当たり純資産額 (円) ― 342.90 344.81

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 3.03 2.06 17.47

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― 60.2 66.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △126 ― △807

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,118 ― △3,445

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 780 ― △849

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 2,024 3,489

従業員数 (名) ― 215 212

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第72期第３四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び第71期の潜在株式調整

後１株当たり当期純利益については潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、当社は平成20年10月１日付けで連結子会社であった仁丹ミラセル

びわ湖株式会社を吸収合併いたしました。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 215(68)

(注)　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は( )内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。なお、臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 211(68)

(注)　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は( )内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。なお、臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは事業の種類別セグメント情報を記載していないため、品目別の生産、受注及び販売の状況

を記載しております。

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を示すと、次のとおりであります。

区分 生産高(百万円)

オーラルケア 17

ヘルスケア 540

メディカルケア 23

カプセル(受託) 823

その他 ─

合計 1,404

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を示すと、次のとおりであります。

区分 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

カプセル(受託) 504 392

合計 504 392

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。

区分 販売高(百万円)

オーラルケア 127

ヘルスケア 985

メディカルケア 111

カプセル(受託) 743

その他 140

合計 2,108

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

(株)メディケアシステムズ 250 11.9

三井物産(株) 246 11.7

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日までの３ケ月)におけるわが国経済

は、米国のサブプライムローン問題に端を発する世界的な金融不安による影響が実体経済に反映し、株式市

場や外国為替市場が大きく変動することなどにより、企業収益の悪化や個人消費の弱まりなど景気が悪化

し、下振れ懸念が高まる状況で推移しました。

　また健康関連業界においても、景気低迷を背景とした消費者心理の悪化とそれに伴う生活防衛意識の高ま

りなど厳しい環境が続いております。

　このような状況の中、当社グループは業績の縮小均衡を打破することを主眼として、主力商品の一つであ

る「ビフィーナ」に対して通信販売・国内小売店販売の両面において積極的な宣伝・販売促進活動を行う

など前向きな施策展開を実施して参りました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は2,108百万円となりました。しかし、通信販売事業

の競合激化による粗利率の低下や、積極的に「ビフィーナ」のテレビ宣伝を実施したこと、大阪テクノセン

ター建設及び本社移転による諸経費が増加したことにより、営業利益は91百万円、経常利益は91百万円とな

りました。また、本社移転に伴う特別損失45百万円があり、四半期純利益は42百万円となりました。

　商品分野別には、健康食品の通信販売を中心としたヘルスケア分野においては、主力商品の「ビフィー

ナ」に重点を置いた積極的な宣伝・販売促進活動を実施した結果、引き続き好調に推移しましたが、価格競

争の激しい青汁など他商品は苦戦を強いられました。

　メディカルケア分野では、電子体温計へのシフトに伴う水銀体温計の販売中止告知活動(平成21年３月廃

番予定)により売上が減少していることと、「メディケア」のリニューアル効果が不十分なこともあり同分

野の商品売上は減少しました。「銀粒仁丹」を含むオーラルケア分野では一部商品の整理を行ったことか

ら売上は減少しております。

　一方、カプセル受託事業分野では、プロバイオティクス及び機能性カプセルが好調に推移したことや新規

フレーバー関連受託が貢献したこと等により、売上は好調に推移しております。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比較して864百万円増加し、11,672百万

円となりました。特に大阪テクノセンター(大阪工場・研究開発施設)の建設及び新本社棟購入などにより

流動資産は2,426百万円減少し4,407百万円となり、固定資産は3,219百万円増加し7,193百万円となりまし

た。

　負債合計は、新本社棟の購入資金の一部として1,000百万円の取引銀行からの長期の金融調達を行ったこ

とにより、前連結会計年度末と比較して965百万円増加し、4,641百万円となりました。

　純資産合計は、自己株式取得や有価証券評価差額などにより101百万円減少し、7,030百万円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

<当第３四半期連結会計期間の状況>

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果減少した資金は156百万円となりました。たな卸資産や仕入債務の動きの影響もあります

が、特に売上債権の増加282百万円が大きく影響しております。これは、当第３四半期連結会計期間には実施

しなかった債権流動化を当第２四半期連結会計期間には226百万円実施していた影響によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は1,719百万円となりました。これは前述の大阪テクノセンター建設・新本

社購入に伴う土地建物や機械設備の取得費2,139百万円に対して予め用意していた投資有価証券の売却に

より500百万円を調達したこと等によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動に多額の資金を要したことから新本社購入に際して金融機関から長期借入金1,000百万円を調

達し、その結果として財務活動によるキャッシュフローは923百万円となりました。

　

(参考：当第３四半期連結累計期間の状況)

<当第３四半期連結累計期間の状況>

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果減少した資金は126百万円となりました。たな卸資産や仕入債務の動きの影響もあります

が、特に売上債権の増加440百万円が大きく影響しております。これは売上増加に伴う売上債権の増加に加

え、前連結会計年度末に債権流動化242百万円を実施していた影響によるものです。(当第３四半期末には債

権流動化を実施しておりません。)

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は2,118百万円となりました。これは前述の大阪テクノセンター建設・新本

社購入に伴う土地建物や機械設備の取得費3,137百万円に対して予め用意していた定期預金の取り崩し・

投資有価証券の売却により1,300百万円を調達したこと等によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動に多額の資金を要したことから新本社購入に際して金融機関から長期借入金1,000百万円を調

達し、その結果として財務活動によるキャッシュフローは780百万円となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は102百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

大阪テクノセンター
(大阪府枚方市) 生産

設備
1,491 524

403
(7,000)

39 2,458
(3)
33

大阪工場

開発部門
その他
設備

─ 25
(大阪工場に
含まれる)

28 53
(4)
37

本社(大阪市中央区)
その他
設備

411 2
1,102
(1,139)

54 1,571
(46)
83

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数の(　)は、臨時従業員の平均雇用人数であります。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第２四半期連結会計期間末に計画中であった、本社工場・研究施設の大阪テクノセンターへの移転が

平成20年12月10日に完了いたしました。これに伴う生産能力への影響はありません。

　同じく第２四半期連結会計期間末に計画中であった本社の移転についても平成20年12月１日に完了い

たしました。これに伴う業績への影響は、本社建物は建築後23年経過しており減価償却負担が少ないこ

と、移転後は旧本社の支払家賃が軽減されること等によりありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,750,00020,750,000

東京証券取引所
(市場第二部)
大阪証券取引所
(市場第二部)

単元株式数1,000株

計 20,750,00020,750,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

─ 20,750,000 ─ 3,537 ─ 963

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式
           66,000

― 単元株式数1,000株

完全議決権株式(その他)
 普通株式
       20,503,000

20,503 同上

単元未満株式
 普通株式
          181,000

― ―

発行済株式総数 20,750,000― ―

総株主の議決権 ― 20,503 ―

(注)　「単元未満株式」欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
 森下仁丹株式会社

大阪市中央区玉造
一丁目２－40

66,000 ― 66,000 0.3

計 ― 66,000 ― 66,000 0.3

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 295 288 283 279 280 261 251 210 208

最低(円) 270 276 270 256 250 237 191 195 191

(注)　最高、最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

　

EDINET提出書類

森下仁丹株式会社(E00941)

四半期報告書

 9/23



第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累

計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣府令第50号)附則第７条第１項第５

号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,024 3,789

受取手形及び売掛金 1,202 762

有価証券 － 1,000

商品及び製品 546 571

仕掛品 205 304

原材料及び貯蔵品 229 211

その他 202 199

貸倒引当金 △4 △3

流動資産合計 4,407 6,833

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 2,889

※1, ※2
 1,022

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 628

※1
 65

土地 ※2
 2,019

※2
 916

建設仮勘定 41 627

その他（純額） ※1
 144

※1
 37

有形固定資産合計 5,724 2,669

無形固定資産 170 92

投資その他の資産

投資有価証券 1,105 1,052

その他 194 159

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,299 1,212

固定資産合計 7,193 3,974

繰延資産 71 －

資産合計 11,672 10,808
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,151 1,094

短期借入金 170 80

未払法人税等 18 35

返品調整引当金 30 25

賞与引当金 56 82

その他 985 857

流動負債合計 2,411 2,175

固定負債

長期借入金 900 70

退職給付引当金 282 268

繰延税金負債 544 549

その他 502 612

固定負債合計 2,230 1,500

負債合計 4,641 3,675

純資産の部

株主資本

資本金 3,537 3,537

資本剰余金 963 963

利益剰余金 2,583 2,624

自己株式 △95 △58

株主資本合計 6,989 7,066

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 41 65

評価・換算差額等合計 41 65

純資産合計 7,030 7,132

負債純資産合計 11,672 10,808
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 6,109

売上原価 3,069

売上総利益 3,039

販売費及び一般管理費

販売促進費 629

広告宣伝費 589

人件費 655

賞与引当金繰入額 26

退職給付引当金繰入額 21

貸倒引当金繰入額 4

その他 993

販売費及び一般管理費合計 2,919

営業利益 119

営業外収益

受取利息 11

受取配当金 9

その他 2

営業外収益合計 23

営業外費用

支払利息 6

その他 9

営業外費用合計 15

経常利益 127

特別利益

固定資産売却益 6

その他 4

特別利益合計 10

特別損失

本社移転費用 45

その他 9

特別損失合計 54

税金等調整前四半期純利益 83

法人税、住民税及び事業税 16

法人税等調整額 3

法人税等合計 20

四半期純利益 62
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 2,108

売上原価 1,058

売上総利益 1,049

販売費及び一般管理費

販売促進費 187

広告宣伝費 181

人件費 249

賞与引当金繰入額 26

退職給付引当金繰入額 6

貸倒引当金繰入額 1

その他 304

販売費及び一般管理費合計 958

営業利益 91

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 3

その他 0

営業外収益合計 6

営業外費用

支払利息 4

その他 1

営業外費用合計 6

経常利益 91

特別利益

固定資産売却益 5

その他 4

特別利益合計 9

特別損失

本社移転費用 45

その他 6

特別損失合計 52

税金等調整前四半期純利益 48

法人税、住民税及び事業税 5

法人税等調整額 0

法人税等合計 5

四半期純利益 42
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 83

減価償却費 104

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

返品調整引当金の増減額（△は減少） 5

賞与引当金の増減額（△は減少） △25

受取利息及び受取配当金 △20

支払利息 6

有形固定資産売却損益（△は益） △6

本社移転費用 45

売上債権の増減額（△は増加） △440

たな卸資産の増減額（△は増加） 84

仕入債務の増減額（△は減少） 56

その他 △26

小計 △119

利息及び配当金の受取額 30

利息の支払額 △6

法人税等の支払額 △31

営業活動によるキャッシュ・フロー △126

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 300

有価証券の償還による収入 1,000

有形固定資産の取得による支出 △3,137

有形固定資産の売却による収入 1

投資有価証券の取得による支出 △83

貸付けによる支出 △30

その他 △169

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,118

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 1,000

長期借入金の返済による支出 △80

配当金の支払額 △102

その他 △36

財務活動によるキャッシュ・フロー 780

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,464

現金及び現金同等物の期首残高 3,489

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,024
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

仁丹ミラセルびわ湖株式会社については、平成20年10月１日付けにて、当社に吸収合併されたため、当第３四

半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 

２　会計方針の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を第１

四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方

法)に変更しております。なお、この変更による損益への影響は軽微であります。

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

従来、当社は有形固定資産（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く。）及び仁丹

ミラセル工場びわ湖を除く。）の減価償却の方法は定率法によっておりましたが、当第3四半期連結会計期間よ

り定額法を採用することに変更いたしました。

　この変更は、構造改革の一環による本社の移転を契機に、有形固定資産の使用状況を検討した結果、その維持修

繕に係わる費用が毎期平準的に発生しており、設備の陳腐化が少なく、設備投資効果が相当期間にわたって平均

的に発現すると見込まれることから、期間損益をより適正に表示するために行ったものであります。

　この変更により、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は３百万円

増加しております。

　また、本社の移転が当第３四半期に行われたため、第２四半期連結累計期間は従来の方法によっております。

従って、第２四半期連結累計期間は、変更後の方法によった場合と比べて、営業利益、経常利益、税金等調整前四

半期純利益はそれぞれ９百万円少なく計上されております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

有形固定資産の耐用年数の変更

機械装置については、従来、耐用年数を７～11年としていましたが、第１四半期連結会計期間より８年～12年

に変更いたしました。

　この変更は、法人税法の改正を機に、機械装置の使用可能年数を見直した事によるものであります。

　これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は3,090百万円で

あります。なお、減価償却累計額については、減損損失累

計額を含んでおります。

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は4,084百万円で

あります。なお、減価償却累計額については、減損損失累

計額を含んでおります。

 

※２ 担保資産

担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営にお

いて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められるものは、次のとおりであ

ります。

土地 1,483百万円

建物及び構築物(純額) 1,372百万円

※２ 担保資産

 

土地 381百万円

建物及び構築物 1,001百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,024百万円

現金及び現金同等物 2,024百万円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 20,750,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 246,334

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 103 5.00平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

当社グループは、主に保健関連商品の製造販売事業を行っております。当該事業の売上高及び営業利

益の金額は全セグメントの売上高合計及び営業利益の合計額に占める割合のそれぞれ90％を超えてい

るため記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありませ

ん。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 43 194 136 374

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 2,108

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

2.1 9.2 6.5 17.8

(注) １　国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1)アジア・・・・・台湾、韓国、中国、シンガポール等

　　(2)北米・・・・・・アメリカ

　　(3)その他の地域・・スイス、イギリス等

３　海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 184 589 173 946

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 6,109

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.0 9.7 2.8 15.5

(注) １　国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1)アジア・・・・・台湾、韓国、中国、シンガポール等

　　(2)北米・・・・・・アメリカ

　　(3)その他の地域・・スイス、イギリス等

３　海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 342.90円 １株当たり純資産額 344.81円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 7,030 7,132

普通株式に係る純資産額(百万円) 7,030 7,132

普通株式の発行済株式数(千株) 20,750 20,750

普通株式の自己株式数(千株) 246 63

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

20,503 20,686

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 3.03円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 62

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 62

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,672

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 2.06円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 42

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 42

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,647
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行って

おりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動

が認められないため、記載しておりません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

森下仁丹株式会社

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　山　謙　司　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　生 越 栄 美 子　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている森下

仁丹株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、森下仁丹株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

森下仁丹株式会社(E00941)

四半期報告書

23/23


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

